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がわかる。また後者，つまり生産特化による厚生の向上は，シトフスキーらのいうほど大
きくなく，せいぜいEECの総生産の½％程度の増加にすぎないという。このようにデー
タおよびモデルの仮定に問題はあるが，関税同盟の厚生効果が普通期待されているほど大
きいものでないという結論に達している点は注目しなければならない。
第九章は以上の要約と結論であり，さらに付録で需要弾力性，供給弾力性および輸入弾
力性の導出，そしてEECのモデル化をおこなう。
?
以上が本書の概要である。ここで展開された議論の特徴をあげれば，その第1はティンバ
ーゲン流の一般線型均衡モデルの定式化をおこなって，自由貿易，保護貿易，関税同盟の
下での貿易均衡のプロセスを具体的な数字によって明らかにしていること，さらにEEC
について同盟結成による貿易量，交易条件，実質所得の変化を究明している点である。第
2に従来の厚生分析が関税同盟結成のボジディプな理由を発見できないでいることを，著
者は具体的な数字によっ実証的に明らかにしている。そして関税同盟の結成には，もっと
別の価値基準，たとえば工業化を促進するための協調 (broadercooperation)といった
ものを導入する必要があるという (112,139ページ）。第3に規模の経済の場合，貿易利益
実現のためには何らかの合意 (MutualAgreement) を必要とするという点である (29
ページ）。これは小島教授の合意的分業原理と全く同じであり，特化が比較優位を生むと
いう新しい貿易発生の説明原理である。それは工業国間貿易の拡大を説明しきれないH=
0命題を補足するものと考えられる。
なお本書は1961年に出版されているが，いくつかの興味ある議論を展開しているので，
ここでとりあげてみた。 —小田正雄—
ニール・ J・スメルサー著→
加藤昭二訳
『経済社会学』
ー
本書の原題は "TheSociolology of Economic Life" (1963) である。 アレックス・
インケルスが編集するシリーズの1冊として公刊されている。著者ニール・ J・スメルサ
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ーは，日本でもすでに知られた少壮学者である。現在カリフォルニャ大学（バークレイ）の
助教授であるが，彼がハーバード大学の大学院学生であった時に，タルコット・パーソン
ズ (TalcottParsons)と共に著わした「経済と社会」 (Economyand Society) (1956) 
は，従来取り扱う人々によって，種々雑多であった「経済社会学」という学問領域に体系
的基礎を与えたものとして，難解ではあるが，いまや一つ9の古典ともみなされて、いる。
'パーソンズの体系については，日本でも，酒井正三郎教授の「社会科学一般理論』や，
西村勝彦教授の「社会体系論』といった，単なる紹介とコメントの段階を越えた研究が発
表されているし，もっとも最近では東京大学の富永健一氏の「社会変動の理論」 (1965)
といった特殊研究なども出ている。このパーソンズの社会体系理論は一般に「社会的機能
主義」と呼ばれているが，従来社会的機能主義は，社会の動態を扱いえないものと評され
てきた。しかもパーソンズ体系は，まさにこの社会変動を体系的に解明しようとする意図
をもって展開されたものである。パーソンズは「経済と社会」のなかで，そのことを次の
ような言葉で表明している。．「分析的経済学者と経済史家とのあいだで，（研究の）強調点
がひどくちがっている。 この差異は大部分， つぎのような事実から発しているものであ
る。すなわち経済史家は変動の過程をあつかっているが，この場合には，理論経済学者に
とって最も重要であるパラメーターのあるものが，定数とは仮定されていない。われわれ
は経済変動と経済成長の問題との関連から，経済学の「理論的J部門と『史学的部門」と
をつなぐ……可能性を探究したい」と。
この『経済社会学」もまた，同じ方法論に拠っている・。そしてその「はしがき」におい
て，著者はなによりもまず本書が「経済学者たちに，経済生活の基盤になっている社会的
環境の重要さに気づかせる注意標識になる」ことを願っている。さらに著者は次の4つの
目標を掲げている。 1)「産業社会学」という名で呼ばれている社会学の課程を学ぶうえ
に，産業界以外の社会における経済生活を学ぶための基礎を提供する。 2)経済学の原理
と経済組織の課程を学ぶものには，経済行動の社会的環境の研究に対する入門書になる。
3)伝統を異にする諸知識のあいだの関連が問題になっている一般教育の課程を学ぷため
の基礎になる。 4)企業管理論のような応用的な学科の課程を学ぶうえに，経済上の実践
を複雑な社会的背景のなかで考えてみる。
著者はこの4つの課題を，社会生活における経済的側面と非経済的側面との間の因果関
係を研究する経済社会学の共通の問題と考える。
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2 
本書は，次のような構成をとっている。第1章経済社会学の歴史的発展では，アダム
・スミス，カール・マルクス，ジョン・メ•イナード・ケインズらの経済思想に現われた経
済生活の社会学的側面をとりあげ，さらにハーバート・スペンサー，エミール・デュルケ
ーム，マックス・ウェーバーらの社会学者，さらに他の人類学者の思想に現われた経済生
活の特質をとりあげる。そして最近の傾向と•して，互いに隣接領域の知識に対する要求が
増していることを指摘する。
第2章経済学，社会学，および経済社会学では，学問としての経済学・社会学の性格
を記述し，経済社会学と経済学，社会学との関係が論ぜられる。
第3章経済と他の下位社会体系では，始めて，パーソンズ流の社会体系論の重要概念
が説明され，経済を社会体系の一下位体系としてとらえ，他の下位体系たる文化，政治，
社会成層，連帯的集団との関連について述べる。
第4章経済過程の社会学的分析では，経済における生産過程．分配および交換過程，
および消費の過程を社会学的に分析することによって， 「経済生活についての社会学」が
「たんに存在するばかりでなく」またかかる社会学が「厳密な意味で経済的といえる諸変
数を条件づけてさえいる」ことを示そうとする。
第5章経済発展の社会学的側面は，経済的，非経済的変数が，社会変動および経済変
動にどのようにつながるかについて論ずる。ちなみに第五章は，変動の諸類型，発展に関
する経済学者の見解，経済成長の社会学的側面，成長の社会学的規定要因．発展にともな
う構造変動，政府の役割を必要とする構造的基盤，経済社会学論の各章かられっている。
本書はこのように「経済学と社会学という 2つの分野の双方の発展に貢献する」ことを
めざし，広範囲の間題を体系的に位置づけようとするものである。以下主要な 2• 3の点
に論点を絞って紹介してみたい。
3 
第1章，第2章は啓蒙的な内容を数多く含むとともに，第3章以下の予告がなされてい
る。しかし経済学200年の歴史のなかには数多くの学者と論述が輩出，それらのいくつは
真に革新的な内容をふくむものである。それらのうちスミスとマルクスとケインズのみが
とりあげられ，その思想が検討される。しかしその大部分は多くの人にとっては周知のこ
とに属する。そして批判的な展開の多くは第3章をまって初めて解決が期待されるよう
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な，特殊の用語法をもってなされる。たとえば，アダム・スミスが完全競争の状態の経済
的数量の動きしかとりあつかわなかったとして，「不完全競争のもとでは，企業その他の主．．． 
体は，或るばあいには政治的主体としてふるまう」とのべ，さらに「不完全競争の研究と
は，まさしく経済的分析と政治的分析との間の正式な結婚であるといえよう」 (13ペー ジ，
原書p.10)といった表現の真の理解は第3章を待たねばならない。しかし入門書として
この書を読む場合は，すぐに第3章を読むべきでなく，予告的記述から；その背後にある
体系の輪郭をつかむべきであろう。 ・ 
第3章が，この書の中心的部分といってもいいだろう。まずスメルサーは， 2人あるい
はそれ以上の人びとのあいだにおける，同時的で，かつ規則化された相互行為を「社会構
造」と定義する。そしてこの社会構造とともにいまひとつ「社会体系」という概念を導入
する。これは社会構造の一単位になんらかの変化が生じると， その単位を含む全体社会
（これは一つの極限概念であり，近似的にのみ近代国民社会といったものが考えられる。
-「経済と社会」邦訳15ページ参照）の他の構成単位，およびその単位よりなる部分に
適応（もしくはそれ以外の型の変化）を生ぜしめるような体系である。例えば，経済構造
（資本家的生産様式といった）における変動が政治構造の適応をひきおこすと，マルクス
主義が考えるのであれば，この社会槻も 1つの体系を構成するとみなされる。
ところで社会構造は社会体系一般を方向づける4つの行為パターンを有する。それは，
1)価値を創造し，維持し，そして伝えること， 2)経済活動の遂行， 3)政治活動の実施，
4)社会的統合の維持である。一方体系もまた方向づけの傾向の同一性(thesame direc-
tional tendencies), すなわち文化的，経済的，政治的， 統合的（これは＇上の (1)~(4)に対
応するものであり，一般にそれぞれ， L,A,G,Iと呼ばれている。）という各原理によって区
分される。したがって，文化体系，経済体系，政治体系，統合体系は， （全体）社会体系
の下位体系としてとりあつかわれる。しかも各体系の内部では，先にあげた4つの基本的
な方向づけが働らく。そして各下位体系はその境界上において，（たとえば経済と政治とい
う下位体系間の境界）相互行為を有する。そのような相互行為の全体が社会なのである.o
いま経済という一下位社会体系に注目すると，そこでは財とサービスの生産，分配，ぉ
よび消費のうちにふくまれる諸単位間の相互行為がみられる。行為パターンの4類型をこ
こで説明すると，価値維持(L)は，労働の供給であり，それは家族という単位からもたらさ
れる。経済活動の遂行囚は，この場合資本の供給である。そして政治活動の実施(G)は生産
であり，社会的統合(I)は，企業者，政府による組織化の原理としてとらえられる。このよ
うな各主体間の相互行為をうらづけるものはサンクション（制裁と訳されるが報酬と価値
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剥奪の両方の意味をもっている）である。経済体系が目的とする富と，政治体系のつくり
だす権力が一般的なサンクションであるが，他に宗教的一親族的集団ではなんらかの価値
がサンク ＇ョンとして機能する。しかも一つの下位体系のつくりだす制裁は，他の体系で
は資源として機能する場合もありうる。このように「各下位社会体系は資源もしくは制裁
の一連の複雑な相互交換によって連絡される」 (63ページ，原書 p.39)。以下著者は社会
の3つの下位体系をいまひとつの下位体系たる経済と関係づけてゆく。というのは，経済
の体系のなかの4つの方向づけは＇，各々他の下位体系と隣接しており，その境界過程では
相互行為が行なわれているからである。著者によれば，社会体系のなかで適応の部面をう
けもつ経済の意義および，それと経済内部の均衡化過程における，他の下位体系との関連
を研究の対象とするのが経済社会学と考えられている。この第3章ではまた経済という下
位体系と他の下位体系との相互行為が論ぜられる。そのさいまず上一述のような制裁という
概念がとりあげられ，次のような例で説明される。経済の領域で用いられる制裁は常に経
済的制裁とは限らない。企業と労働者との間には，貨幣による報酬以外に，労使間の政治
的争闘，政治的・法律的規制，成功とか出世といった価値が，制裁として機能する相互行
為が考えられている。経済生活の構造を考える場合には，貨幣的制裁がどの程度の重要性
をもつかが，常に確定されていなければならない。
これらのもの，構造，体系，制裁といった概念，を基礎にして，経済の文化，政治，統
合に対する影響が考えられる。それは，文化との関係で考えれば，経済活動の文化的価値
体系のなかでどのような位置を占めるか，また，人間や社会が経済によって規定されるも
のかどうかという 2つの問題としてとらえられている。
政治的変数との関係では， 1)権威の制度化および葛藤の出現をふくむ，生産的単位の
内部における政治的関係， 2)生産的諸単位間における政治的関係（不完全競争とか富の
集中化とかかわりをもつ）， 3)一つの総計としで考えた生産的諸単位と直接の経済的環
境とのあいだの政治的関係， 4)一つの総計として考えた生産物単位と政府とのあいだの
政治的関係が考えられる。そのなかで労使関係や不完全競争問題，資本と経営の分離とい
った問題が総合的に把握せられ，経済社会学の体系のなかに組みこまれる。
このようにして，最近の経済体制や，生産様式の変化との関連で論ぜられる諸々の社会
的問題の，社会体系のなかで占める位置が確定せられる。
第3章が全体としての社会というレベルにおける経済的変数と非経済的変数とのあいだ
の関係の分析を行なったのに対し，第4章は一つの下位体系としての経済体系の内部に立
ち入って，生産，分配と交換，消費の各過程における，他の下位体系との連関が説明せら
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れる。経済という社会の一下位体系のもとでの4つの方向づけの内容は，すでにのべたよ
うに，労働の提供，技術知識，教育程度といったものが，制度化された社会価値を維持
（または変革）するものとしての家族から，経済に提供される。統合の機能を営む，企業
者ないし企業組織が，それを，生産（それに伴う分配をふくめて）という目標達成のため
に，資本と結びあわす。したがって資本は適応の場面を担うことになる。労働や地代要素
（技術・能力）は家族という下位体系と，資本調達は他の（パーソンズによれば政府部
門）下位体系と境界を接する。
このように経済を，他の並列する下位体系との関連のなかでとらえきることによって，
著者は，学問（とくに経済学と社会学）の進歩をはかり，さらにそのために貢献すべき，
経済社会学の学問的体系化をめざそうとする。しかし最初にも触れたように，その使用さ
れている概念は極めてユニークであり，抽象の段階から具体的展開べの推移をフォローす
るのはかなり困難である。それと価値維持を担う領域の変動の法則そのものは，この図式
からは出てこないという不満がある。この点はまさに著者たちが，この体系概念のなかで
解決しようとした問題であるけれども，なおその成否には疑問を抱かざるを得ないところ
でもある。それはともかく，現在もてはやされている社会学理論の経済学との関連を知る
うえでは，比較的理解しやすい入門書ということができるであろう。
（至誠堂，昭和42年12月25日刊， A5 vi+208ペー ジ， 730円）
ー一橋本昭ー―
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